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第１章 計画の概要 

１ 計画策定の背景と目的 

近年、人口減少や少子高齢化、核家族化など様々な社会情勢が大きく変化しており、

既存の住宅等建築物の老朽化や共同住宅等の普及に伴い、居住その他の使用がなされて

いない空家等の増加が全国的な問題となっています。空家等の増加傾向は今後も続くこ

とが想定されることから、災害等による倒壊、犯罪悪用による保安上の危険、公衆衛生

の悪化、景観の阻害など、地域住民の生活環境への深刻な影響を及ぼすことが懸念され

ています。 

空家等は個人の財産であり、所有者又は管理者が責任を持って適切に管理すべきもの

ですが、様々な事情により住まわれなくなった住宅などのうち、適切な管理が行われず、

特に放置されている空家等については、安全・安心な生活環境を確保することが喫緊の

課題となっています。 

このような情勢の中、国においては平成 26 年 11 月 27 日に「空家等対策の推進に関

する特別措置法」（以下「法」といいます。）が公布され、平成 27 年 5 月 26 日に完全施

行されるなど、本格的な空家等対策への取組が進められており、伊方町（以下「本町」

といいます。）においても空家等に対する総合的な対応を行うことが求められています。 

そこで本町では、町民の生命、身体及び財産保護、生活環境の保全の観点から、空家

等の発生を抑制、空家等のさらなる活用促進、悪影響の有る空家等の除却など、安全・

安心なまちづくりへ向けて、計画的かつ効果的な施策を検討・推進することにより、公

共福祉の増進と地域振興への寄与を目的として、平成 31 年３月に「伊方町空家等対策

計画」（以下「本計画」といいます。）を策定し、空家等対策に取り組んできました。 

今後も、少子高齢化の進展や既存の住宅等の老朽化等にともない、空家等が増加して

いくことが予想されており、総合的な空家等対策をより一層推進する必要があることか

ら、本計画を改定します。 
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２ 計画の位置付け 

本計画は、法第 6条第 1項の規定に基づく「空家等対策計画」として定め、「空家等に

関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針」（平成 27 年 2 月 26 日

付け総務省・国土交通省告示第 1号）（以下「基本指針」といいます。）に即し、「伊方町

第 2 次総合計画」の下位計画として位置づけるとともに、「愛媛県の空家対策等につい

て｣（令和 2 年 10 月愛媛県）等の指針に沿って、空家等対策を推進するものとします。 

 

＜伊方町空家等対策計画の位置づけ＞ 
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（R3.6.30） 

特定空家等に 

対する措置に 

関するガイド

ライン 

（R3.6.30） 

住生活基本計画（全国計

画） 

愛媛県住生活基本計画 

（R4.4.1） 

人口ビジョン 

（H28.3） 

第２期まち・ひと・しご

と 

創生総合戦略 

（R2.3） 

第２次総合計画 

（H28.4） 

愛媛県の空家等対策 

について 

（R2.10） 

伊方町空家等対策計画 

住宅施策の実施 

伊方町住宅マスタープラン 

（R4.4.1） 
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３ 計画期間 

計画期間は、平成 31 年度～令和 10 年度までの 10 年間とします。 

今回の改定は、前回空家調査から 5年が経過し、年々増加する空家等の実態把握調査を

実施するとともに、総合的な施策の推進を図るための見直しに該当します。 

 

４ 計画の進行管理 

本計画に基づく施策を着実かつ効果的に推進するため、PDCA サイクル（計画（PLAN）

→実施（DO）→評価（CHECK）→改善（ACTION））の考え方に基づき、定期的に施策の実

施状況や効果の評価を行います。また、上位計画である「伊方町第 2次総合計画」との

整合を図るとともに、以下の状況による場合には、必要に応じて計画の評価と見直しを

行っていくこととします。 

・町内の空家等の状況変化が認められる場合 

・各種施策の実施等による空家対策等の効果あるいは進捗状況が認められる場合 

・社会情勢あるいは国や県の施策の変化等が生じた場合 

 

５ 計画の対象 

（１）対象地域 

本計画の対象地域は、本町全域（伊方地域・瀬戸地域・三崎地域）とします。 

また、景観条例の規定により定める景観計画区域においては、伊方町景観計画（令和 2

年 3月）とも整合し、景観形成の推進を行っていくこととします。 

 

（２）空家等の定義 

本計画で対象とする空家等の定義は、法第 2条で規定する空家等とします。 

なお、老朽化が進行し、構造耐力上主要な部分の損傷等により、倒壊時に前面道路を

閉塞するおそれのある空家等や、敷地内の立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂し

て景観を損なっている空家等については、法第 14 条で規定する「特定空家等」として行

政が積極的に関与すべきものであり、あるいは、現時点で特に周辺への悪影響は出てい

ないが将来的に「特定空家等になる可能性があるもの」については、所有者等に対し今

後の適正管理等を促すなどの働きかけが必要であると定義します。 
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第２章 空家等の現状・課題・対策について 

１ 空家等の現状について 

（１）全国の状況と傾向 

国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」といいます。）の「日本の将来推計人

口（平成 30 年 3 月 30 日公表）」によると、我が国の総人口は平成 20 年（2008 年）頃

の 1億 2,808 万人をピークに減少し、世帯数についても令和５年（2023 年）以降減少に

転じると推計されています。 

 

（出典）国土交通省公開資料 

人口・世帯数の推移と比較して、平成 30 年時点における住宅ストック数（約 6,240 万

戸）は、我が国の総世帯（約 5,400 万世帯）に対し約 16％多く、量的には充足している

といえます。 

 

（出典）国土交通省公開資料 
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空き家の総数は、この 20 年間で約 1.5 倍（576 万戸→849 万戸）に増加しました。 

そのうち、種類別の内訳をみると、賃貸用又は売却用の住宅を除いた「その他の住宅」

（349 万戸）がこの 20 年間で約 1.9 倍に増加しました。なかでも、一戸建（木造）が最

も多く（240 万戸）、一戸建て（非木造）、長屋建、共同住宅（木造）、共同住宅（非木造）

と続きます。 

 
（出典）国土交通省公開資料 

 

「その他空き家率」（賃貸用又は売却用の住宅を除いた「その他の住宅」の空き家数／

総ストック数）は、西日本から上昇傾向にあり、「その他空き家率」が 10%を超える都道

府県は、平成 20 年から平成 30 年までの 10 年間で０→６自治体に増加しました。 

 

（出典）国土交通省公開資料 
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（２）愛媛県の状況と傾向 

平成 30 年住宅・土地統計調査（平成 30 年 10 月 1 日・確報値）の都道府県別確報集計

結果によると、愛媛県内の総住宅数は 714,300 戸で、前回（平成 25 年）調査時から 9,100

戸、1.3％増加しました。総世帯数は 585,600 世帯で、第 1回目の昭和 23 年調査時から、

総住宅数・総世帯数とも上昇し続けています。 

 

（出典）愛媛県ホームページ 

 

愛媛県内の空き家数は 129,800 戸、空き家率は 18.2％（全国 13.6％）と、前回よりも

高く、過去最高となっています。 

なお、二次的住宅※を除くと、本県の空き家率は 17.6％（全国 13.0％）で、全国 5位

となっています（参考：前回平成 25 年調査での二次的住宅を除いた愛媛県の空き家率

は 16.9％（全国 12.8％）で全国 2位となっています。 

 
（出典）愛媛県ホームページ 
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一方、本町においては、本計画改定にあたり実施した令和 3年度空家等実態調査（以

下「実態調査」といいます。）の結果によると、本町の住宅総数は 8,201 戸（平成 27 年 1

月末）、空家等戸数は 1,297 戸（令和 4年 2月調査）、空家等率は 15.8%となっています。

抽出調査による推計値である住宅・土地統計調査と、実態調査では調査対象及び調査方

法等に違いがあるため単純な比較は困難ですが、実態調査による空家等率は愛媛県の住

宅・土地統計調査と比べると若干低い水準にあると考えられます。 

 

＜参考：空き家数及び空き家率＞ 

 調査方法 調査年度 
住宅総数 

（戸） 

空き家総数 

（戸） 
空家率 

全国 住宅・土地統計調査 

平成 20 年 57,586,000 7,567,900 13.1% 

平成 25 年 60,628,600 8,195,600 13.5% 

平成 30 年 62,407,400 84,88,600 13.6% 

愛媛県 住宅・土地統計調査 

平成 20 年 681,100 102,800 15.1% 

平成 25 年 705,200 123,400 17.5% 

平成 30 年 714,300 129,800 18.2% 

伊方町 
住宅・土地統計調査 

平成 20 年 7,500 2,000 26.7% 

平成 25 年 6,930 ※ 2,270 32.8% 

空家等実態調査 令和 3年 8,201 1,297 15.8% 

            ※住宅・土地統計調査による数値は、無作為抽出調査の結果 

             および統計理論に基づく乗数計算等による推計値である為 

             実際の数値等とは異なります。  
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＜参考：県内市町別の空き家の状況＞（単位：戸） 

市 町 住宅総数 
空き家 

総数 

（内訳） 

二次的住宅 賃貸用 売却用 その他 

松山市 270,100 39,340 980 23,500 1,790 13,060 

(14.6%) (2.5%) (59.7%) (4.6%) (33.2%) 

今治市 86,370 20,060 1,000 7,110 390 11,560 

(23.2%) (5.0%) (35.4%) (1.9%) (57.6%) 

宇和島市 39,150 8,450 320 3,020 70 5,040 

(21.6%) (3.8%) (35.7%) (0.8%) (59.6%) 

八幡浜市 18,530 4,160 120 1,330 70 2,649 

(22.5%) (2.9%) (32.0%) (1.7%) (63.7%) 

新居浜市 60,160 10,200 130 3,190 170 6,710 

(17.0%) (1.3%) (31.3%) (1.7%) (65.8%) 

西条市 53,340 9,820 250 2,880 150 6,540 

(18.4%) (2.5%) (29.3%) (1.5%) (66.6%) 

大洲市 22,350 4,960 170 1,140 90 3,550 

(22.2%) (3.4%) (23.0%) (1.8%) (71.6%) 

伊予市 16,120 2,150 30 330 50 1,740 

(13.3%) (1.4%) (15.3%) (2.3%) (80.9%) 

四国中央市 43,240 7,680 80 3,240 70 4,290 

(17.8%) (1.0%) (42.2%) (0.9%) (55.9%) 

西予市 20,580 4,640 190 470 30 3,950 

(22.5%) (4.1%) (10.1%) (0.6%) (85.1%) 

東温市 16,840 2,380 100 1,090 30 1,170 

(14.1%) (4.2%) (45.8%) (1.3%) (49.2%) 

松前町 12,240 1,510 10 610 80 800 

(12.3%) (0.7%) (40.4%) (5.3%) (53.0%) 

砥部町 9,530 1,060 40 80 50 900 

(11.1%) (3.8%) (7.5%) (4.7%) (84.9%) 

内子町 8,120 1,970 20 140 30 1,790 

(24.3%) (1.0%) (7.1%) (1.5%) (90.9%) 

愛南町 11,640 2,670 110 460 30 2,090 

(22.9%) (4.1%) (17.2%) (1.1%) (78.3%) 

県 計 688,310 
121,050 3,550 48,590 3,100 65,839 

(17.6%) (2.9%) (40.1%) (2.6%) (54.4%) 

 

＜住宅・土地統計調査における空き家の種類＞ 

区分 住宅の種類の定義 

二次的住宅 

別 荘 
週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、

ふだんは人が住んでいない住宅 

その他 
ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊まり

するなど、たまに寝泊まりしている人がいる住宅 

賃貸用の住宅 新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅 

売却用の住宅 新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅 

その他の住宅 

上記以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院などのため居住世

帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっ

ている住宅など（空き家の区分の判断が困難な住宅を含む） 
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２ 空家等の実態調査について 

本町では、令和 3年度に町内全域の空家等の現状を把握することを目的として実施し

た空家等実態調査の結果について、本計画の改定及び今後の空家等に関する施策を実施

していくための基礎資料としています。 

 

（１）実態調査の内容 

各地域（伊方地域・瀬戸地域・三崎地域）の全建物 12,301 戸のうち、空家あるいは空

家等と思われる対象家屋 1,297 戸に対して、外観目視を基本とした実態調査を実施し、

建物の構造（種類・主構造・階数）、建物の状況（外観破損状況・揺れに対する危険度）

について、調査結果を空家等のデータベース資料として整理しました。 

 

（２）調査の結果 

実態調査の結果、本町の空家等の数は 1,297 戸でした。地域別では、伊方地域 471 戸

（空家率 11.0%）、瀬戸地域 400 戸（空家率 11.0%）、三崎地域 426 戸（9.7%）となってお

り、伊方地域と瀬戸地域で空家等の割合が多いことが分かります。 

 

＜地域別空家等戸数と空家率＞ 
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11.0% 11.0%
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伊方地域 瀬戸地域 三崎地域

地域別空家等戸数

空家率

地 域 
建物 

総数 

空家等 

戸数 

（内訳） 
空家率 

住宅 長屋 
店舗併

用住宅 

店舗・

事務所 

倉庫・

納屋■ 

企業・

工場■ 
その他 

伊方地域 4,294 471 431 0 4 1 32 0 3 11.0% 

瀬戸地域 3,625 400 365 0 2 3 29 1 0 11.0% 

三崎地域 4,382 426 379 1 3 8 32 3 0 9.7% 

合 計 12,301 1,297 1,175 1 9 12 93 4 3 10.5% 
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（３）建物構造別の状況 

空家等の建物構造別の状況をみると、建物種類では住宅が 9割を占め、倉庫・納屋も

約 1割近く存在しています。また、主構造では木造が約 9割で、階数は平屋が約 5割、2

階建が 5割近くを占めています。 

  

 

 

（４）空家等管理の状況 

平成 26 年度調査時と空家等の状態を比較すると、変わらず良好な空家等が約 2 割で

ある一方、前回調査時と同等に破損した空家等が 4分の 1程度、破損が進行した空家等

が約 2割を占めています。 

 

住宅
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住宅
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店舗・事務所
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企業・工場

0.3%
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0.2%
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鉄筋

11.1%

レンガ・ブロック
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53.0%2階建

46.3%

3階建
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階数

変わらず良好

15.0%

破損発生

9.8%

前回同等に破

損

25.9%

破損が進行

20.8%

初回調査

28.5%

前回調査との管理状況比較
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（５）建物の老朽度及び危険度 

空家等の外観破損状況（老朽度）をみると、「ほとんど汚れ無く、修繕がいらない」（ラン

クＡ）の空家等が 637 戸（49.1%）で最も多く、次いで「小規模の修繕により再利用が可

能」（ランクＢ）の空家等が 306 戸（23.6%）、「倒壊の危険性が有り、解体などの緊急度が

極めて高い」（ランクＥ）の空家等が 155 戸（12.0%）、「管理が行き届いていないが、当面

の危険性はない」（ランクＣ）の空家等が 149 戸（11.5%）、「倒壊の危険性が有り、解体な

どの緊急度が極めて高い」（ランクＤ）の空家等が 50 戸（3.9%）でした。 

また、倒壊時の周囲に対する影響（危険度）は、「倒壊した場合に、隣家又は公道を通行

する人・車両に危険を及ぼす可能性がある」（ランクⅡ）の空家等が 1,021 戸（78.7%）、

「倒壊した場合でも、隣家及び公道を通行する人・車両に危険を及ぼす可能性がない」（ラン

クⅠ）の空家等が 276 戸（21.3%）でした。 

これらの結果から、「損傷が激しい」もしくは「倒壊の危険性がある」空家等は老朽度

ランクＤ・Ｅの合計で 205 戸（15.9%）、また「倒壊時に周囲に対し危険を及ぼす」空家

等は危険度ランクⅡで 1,021 戸（78.7%）であり、損傷が激しい空家等に対し、喫緊の対

策が必要であると考えられます。 

 

＜地域別空家等戸数＞ 

地 域 
空家等 

戸数 

老朽度ランク 危険度ランク 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ⅰ Ⅱ 

伊方地域 471 239 126 50 17 39 67 404 

瀬戸地域 400 183 93 52 14 58 96 308 

三崎地域 426 215 87 47 19 58 113 309 

合 計 1,297 637 306 149 50 155 276 1,021 

割 合 100.0% 49.1% 23.6% 11.5% 3.9% 12.0% 21.3% 78.7% 

 

＜老朽度・危険度ランク＞ 

老朽度 

(破損状況) 
判定内容 

Ａ ほとんど汚れ無く、修繕がいらない 

Ｂ 小規模の修繕により再利用が可能 

Ｃ 管理が行き届いていないが、当面の危険性はない 

Ｄ 管理が行き届いておらず、損傷が激しい 

Ｅ 倒壊の危険性が有り、解体などの緊急度が極めて高い 

危険度 

(倒壊時の影響) 
判定内容 

Ⅰ 
倒壊した場合でも、隣家及び公道を通行する人・車両に危険を及ぼす可能性

がない 

Ⅱ 
倒壊した場合に、隣家又は公道を通行する人・車両に危険を及ぼす可能性が

ある 
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（６）地域別の建物老朽度・危険度の状況 

老朽度を地域別にみると、瀬戸地域は他地域と比べて比較的状態の良いランクＡ・Ｂ

の空家等の割合が少ない一方、伊方地域は他地域と比べてランクＥ（倒壊の危険性があ

る）の空家等の割合が少ない状況が分かります。 

 

＜老朽度ランク別 空家等戸数＞ 

 

 

＜老朽度ランク別割合＞ 
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危険度を地域別にみると、伊方地域は他地域と比べてランクⅠ（倒壊時に周囲に対し

危険を及ぼす可能性がない）の空家等の割合が少なく、ランクⅡ（倒壊時に周囲に対し

危険を及ぼす）の空家等の割合が高い傾向にあります。 

 

＜危険度ランク別 空家等戸数＞ 

 

 

＜危険度ランク別割合＞ 
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（７）老朽度・危険度からみる課題の検討 

実態調査により把握した本町の空家等については、建物の老朽度及び危険度に応じて

今後の対策の方向性を検討します。 

下表緑色の空家等（160 戸）については、建物としてまだ十分に活用できる空家等の

可能性が高く、所有者等の意向も踏まえた上で、有効利活用策を検討します。 

また、下表黄色の空家等（計 932 戸）については、このまま放置されれば更に老朽化・

危険化していくことが懸念されるため、所有者等に対して意識啓発を図り適正管理を促

進するとともに、引き続き状況を注視していくことが必要です。 

そして、下表赤色の空家等（計 205 戸）については、地震・台風等の災害発生時に周

囲へ対する危険性が高く、可及的速やかに対策を講じることが求められます。 

 

＜老朽度・危険度ランク別空家等件数＞ 

危険度ランク 

(倒壊時の周囲の危険) 

老朽度ランク 

Ａ 
(損傷なし) 

Ｂ 
(小規模修繕) 

Ｃ 
(管理不足) 

Ｄ 
(破損多数) 

Ｅ 
(倒壊危険) 

合 計 

Ⅰ（危険なし） 92 68 34 13 69 276 

Ⅱ（危険あり） 545 238 115 37 86 1,021 

合 計 637 306 149 50 155 1,297 
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（８）空家等の分布状況 

実態調査において把握した空家等 1,297 戸の分布状況をみると、伊方地域は豊之浦地

区・伊方越地区、瀬戸地域は川之浜地区・神崎地区、三崎地域は松地区・明神地区といっ

た各地域の市街地エリアに集中していますが、全町としては伊方地域 471 戸・瀬戸地

域 400 戸・三崎地域 426 戸と全体に分布していることが分かります。 

 

＜伊方地域の空家等分布状況＞ 
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＜瀬戸地域の空家等分布状況＞ 
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＜三崎地域の空家等分布状況＞ 
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３ 増加する空家等に対する対策について 

国土交通省は、令和の新たな時代における住宅政策の指針として、「住生活基本計画

（全国計画）」（計画期間：令和３年度～令和１２年度）を閣議決定しました。 

 

（出典）国土交通省公開資料「住生活基本計画（全国計画）令和３年 3月 19 日」 

 

「住生活基本計画」（令和３年）によると、居住目的のない空き家が増加を続けるなか

で、周辺に悪影響を及ぼす管理不全の空き家も増加しているなどの課題や、昨今の働き

方改革やコロナ禍を景気として、新しいライフスタイルや多様な住まい方への関心が高

まってきていること、テレワーク等を活用した地方や郊外での居住・２地域居住など複

数地域での住まいを実践する動きが本格化しているといった変化を挙げています。 

空き家問題については、 

①空き家・空き地バンクを活用しつつ、古民家等の空き家の改修・DIY 等を進め、

セカンドハウスやシェア型住宅等、多様な２地域居住・他地域居住を推進する 

②地方創生やコンパクトシティ施策等と一体となって、除却と合わせた敷地整序や

ランドバンクを通じた空き家・空き地の一体的な活用・売却等による総合的な整

備を推進する 

③空き家の情報収集や調査研究活動、発信、教育・広報活動を通じて空き家対策を

行う民間団体等の取組を支援する 

を基本的な施策として示し、計画において「目標７ 空き家の状況に応じた適切な管理・

除却・利活用の一体的推進」を目標として掲げています。 
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また、ライフスタイルに合わせた柔軟な住替えを可能とする既存住流通の活性化に向

け、 

①基礎的な性能等が確保された既存住宅の情報が購入者に分かりやすく提示され

る仕組みの改善（安心Ｒ住宅、長期優良住宅）を行って購入物件の安心感を高め

る 

②これらの性能が確保された既存住宅、紛争処理等の体制が確保された住宅、履歴

等の整備された既存住宅等を重視して、既存住宅取得を推進 

③既存住宅に関する瑕疵保険の充実や紛争処理体制の拡充等により、購入後の安心

感を高めるための環境整備を推進 

を基本的な施策として示し、計画において「目標６ 脱炭素社会に向けた住宅循環シス

テムの構築と良質な住宅ストックの形成」を目標として掲げています。具体的な成果指

標として、既存住宅流通及びリフォームの市場規模を平成 30 年の 12 兆円から 14 兆円

（令和２年）としています。 

前回（平成 28 年度）策定時と比べ、国民の住まい方に対する意識の変化や地方公共団

体等における空家等施策の推進により明らかになってきた諸課題への対応など、空き家

等に関する全国の情勢変化が生じていることが分かります。 

 

 

（出典）国土交通省公開資料 
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国の空き家対策等の推進に関する考え方は、令和３年度の予算・税制等に関する資料

からも読み取ることができます。 

空き家対策は、「壊すべきものは除却し、利用可能なものは活用する」との考え方のも

と、既存住宅流通市場の活性化の一環として、また地域のまちづくり・住まいづくりと

しての総合的な取り組みを支援していく内容となっています。 

 

（出典）国土交通省公開資料 
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４ 空家等対策の課題 

（１）空家等の発生抑制 

住宅・土地統計調査によると、愛媛県全体として、平成 25 年調査では空き家総

数 123,400 件、うち賃貸用住宅 50,300 件・売却用住宅 2,100 件でしたが、平成 30 年調

査では空き家総数 129,800 件（前回比 105.2%）、うち賃貸用住宅 49,700 件（同 98.8%）・

売却用住宅 3,100 件（同 147.6%）と推移しており、おおむね増加傾向となっています。 

住宅・土地統計調査の結果は人口 15,000人以上の地方自治体が公表対象であるため、

本町の統計結果は公表されていませんが、働き世代の人口流出や少子高齢化の進展など

本町の人口推移は愛媛県と同様の傾向であることを鑑みると、今後一層の増加が予見さ

れます。 

空家等の増加を予防するためには、現在の空家等の所有関係など詳細を把握して利活

用を促進するとともに、人口ビジョンに掲げる将来展望を実現するための各種施策を推

進する必要があります。 

 

（２）所有者等への意識啓発 

国土交通省の平成 26 年度空家等実態調査によると、所有者等においては、今後の活用

意向が「予定なし」（現状のまま）という方も多いと推察され、そのまま放置すれば老朽

化して倒壊等の危険性が増大することから、空家等の管理において第一義的責任のある

所有者等へのさらなる意識啓発に取り組む必要があります。 

また、将来的に所有者等になり得る方への制度の認知を普及していくことが利活用促

進や管理不全空家等の予防につながるなど施策拡充における重要なポイントとなるた

め、町民・町民活動を行う団体・事業者等と連携し、これらの支援にも取り組む必要が

あります。 

 

（３）空家等の利活用促進 

本町では、人口減少に対する取り組みとして、平成 28 年 12 月 1 日より「伊方町空き

家バンク制度」を開設し、増加する空家等や空き地など地域資源の有効活用を図るため、

情報発信を続けています。 

実態調査より、老朽度Ａ（ほとんど汚れ無く、修繕がいらない空家等）が全体の 49%を

占めており、空き家バンクへの登録促進や地域資源として利活用促進を図るためには、

所有者等への意向調査の実施など制度のさらなる拡充策が求められます。 

 

（４）空家等の適正管理の促進 

実態調査より、老朽度Ｂ・Ｃ（小規模修繕が必要または管理が行き届いていない空家

等）が全体の 35%を占めていることから、適正管理を促進することにより、管理が行き

届いていない空家等を「利活用可能な空家等にしていく」とともに、管理不全により「周

辺の生活環境に悪影響を及ぼす状態にしない」ための施策を検討する必要があります。 
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また、所有者等の高齢化に伴い管理不全になるなどの問題も生じているため、町民・

町民活動を行う団体・事業者等と連携し、これらの支援にも取り組む必要があります。 

 

（５）管理不全空家等への対応 

実態調査より、老朽度Ｄ・Ｅ（管理が行き届いておらず、損傷が激しい空家等）かつ

危険度Ⅱ（倒壊時に前面道路や隣家に危険を及ぼす可能性がある空家等）が全体の 9.5%

となることから、管理不全による老朽危険空き家等の増加や倒壊等の危険性の増大、樹

木雑草等の繁茂による景観悪化のなど周辺の生活環境へ深刻な影響を及ぼすことが懸

念されます。 

本町では、平成 23 年度より「危険廃屋解体撤去事業」、平成 28 年度より「特定老朽化

危険空家等除却促進事業」を創設し除却に取り組んでいます。今後も、所有者等に対す

る助言・指導により除却を推進するとともに、緊急性のある空家等の所有者等に対して

は法に基づく除却に取り組む必要があります。 
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第３章 空家等に関する総合的な対策について 

１ 空家等対策の基本理念 

本町では「伊方町第 2 次総合計画」（平成 28 年 3 月）の基本目標の一つとして、「快

適・安心・安全なまちづくり」を掲げており、良好な生活空間の維持及び定住人口の減

少抑制のため、町が認定した危険廃屋の解体促進や空き家バンク等を含む定住支援策を

推進しています。 

一方で、適切な管理が行われていない空家等は、防災・衛生・景観など地域住民の生

活環境に深刻な影響を及ぼし、社会問題となっています。空家等の所有者等をはじめ、

町・町民・町民活動を行う団体・事業者等がこの問題を認識したうえで相互に連携を図

り、空家等の発生抑制や地域資源として利活用促進を図るなど、適切な管理が行われる

よう取り組まなければなりません。 

このことを基本理念として、本計画では以下の空家等に関する施策を推進していくこ

ととします。 

 

２ 空家等に関する対策の基本的な方針等 

（１）空家等対策の円滑な推進 

基本理念に基づき、空家等対策を推進していくためには、以下の事項に留意し、関係

者及び関係機関の適切な理解のもと、必要な措置を実施します。 

 

ア 空家等の所有者等の責務 

法第 3条に規定されているとおり、第一義的には、空家等の所有者等は周辺の生

活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適正管理に努めるものとされています。

そこで、所有者等の責務を広く周知するため、広報誌・パンフレット・ホームペー

ジ等により、既に空家等の所有者等に該当する方のみならず、これからなり得る方

も含めた方々に対する情報発信を推進し、「空家等の適正管理に関する意識の啓発

及び醸成」を図ります。 

 

イ 地域住民との協働 

地域の空家等の実態把握のみならず、空家等対策の施策の実施においては、最も

身近な存在である住民との協力体制の確立が不可欠です。そのため、町民及び地元

自治会等との連携を強化し、町民コンセンサスの形成と情報収集体制を強化しつつ、

空家等を活用したＵＩＪターン者や起業者等を支援する体制づくりを推進します。 

 

ウ 関係機関・民間団体との連携 

空家等は、法に限らず、建築基準法・道路法・消防法・災害対策基本法・災害救

助法・廃棄物処理法・地方税法・民法など各法律の根拠に則り、目的に沿った適正
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な運用を図るための措置が必要となることから、各省庁・愛媛県等の関係機関との

連携強化を図ります。 

空家等に関し所有者等から寄せられる相談については、空家等の相続や不動産の

資産活用等に係る専門的知識を要する場合に備えて弁護士・司法書士・土地家屋調

査士・行政書士関連団体や地域ＮＰＯ団体等との連携、空家等の利活用・流通・管

理等の継続的な技術の向上やノウハウの蓄積等のためには、建築設計事務所・工務

店・不動産関連事業者等との連携など本町の関係部署だけでの対応は困難な場合が

あることから、専門知識を有する民間団体との協力体制を強化します。 

また、民間団体と連携する機会を活用し、職員に対して必要な研修を実施するな

ど担当職員の専門知識の習得などスキルアップを図ります。 

 

＜空家等に対する他法令による諸規制等＞ 

 

 

エ 移住・定住の促進 

本町では、ホームページやＳＮＳを活用した移住定住ポータルサイトを開設し、

移住・定住に関する窓口の一元化を図るとともに、空き家バンク情報・就業支援制

度・子育て支援など町の魅力情報の発信源としても活用し、空家等の利活用・流通

などを促進しています。 

（伊方町移住応援サイト「いかたライフ」 

http://www.town.ikata.ehime.jp/site/iju-teiju/） 

 

また、本計画に基づき、本町の関係部署が連携を図り、住民への周知・相談、連

絡等の窓口対応、施策の実行などの役割を明確にするとともに、基本指針に示され

ている支援施策等を参考にしつつ、空家等対策の施策を講じています。 
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県・民間団体等とも連携することで、受入体制や情報発信力の強化を図り、移住・

定住希望者に対するきめ細やかなサービスの提供や向上、空家等を改修した地域の

交流施設や諸活動の拠点施設活用、地域住民が主体となった移住の取組み支援など、

大切な地域資源の活性化のために「空家等を利活用した移住・定住の促進」を総合

的な視点から推進します。 

 

オ 施設の透明性や空家等の措置に対する公平性の確保 

本計画の策定及び特定空家等に対する措置においては、各地域住民の代表者であ

る区長、民間有識者である建築士・司法書士、本町では副町長を筆頭とした空家等

対策の推進を行う担当部局責任者である職員によって構成される空家等対策協議

会（平成 30 年 3 月 30 日告示第 19 号）、及び関係機関や推進担当部局職員等により

構成される連絡調整会議にて協議し、公平かつ公正な判断のうえで、広く町民に対

し開示し、透明性を確保した情報発信を行うこととします。 
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（２）空家等に関する対策の対象等 

空家等対策における推進方策は多岐に渡りますが、特に地域住民の生活環境に深刻な

影響を及ぼす可能性のある空家等は、その老朽度に比例して生じる場合が多いため、各

種施策の対象を老朽度によって分類することとします。 

＜空家等に関する対策イメージ＞ 

 
 
 
 
 
        
       危険度：低                            危険度：高 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 

 
 
 
 
 

 
 
 

 

 
 
 
 
 

 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

  

空
家
等
の 

分
類(

例)
 

空家等 
(老朽度Ａ) 

空家等 
(老朽度Ｂ) 

空家等 
(老朽度Ｃ) 

空家等 
(老朽度Ｄ) 

空家等 
(老朽度Ｅ) 

  管理不十分で放置される空家等の発生を抑制するための対象については、老朽度が軽度である 

  下記の空家等とする。（ただし、空家等の破損等の状況によってはこの限りではない） 

 

 空家等 
(老朽度Ａ) 

空家等 
(老朽度Ｂ) 

空家等 
(老朽度Ｃ) 

空家等 
(老朽度Ｄ) 

空家等 
(老朽度Ｅ) 

  空家等の状態にかかわらず、すべてのものを相談の対象とする。 

 

 

 

  引き続き適正管理を行っていく対象については、原則として下記の空家等とする。 

  （ただし、空家等の破損等の状況によってはこの限りではない） 

 

 

 

空家等 
(老朽度Ａ) 

空家等 
(老朽度Ｂ) 

空家等 
(老朽度Ｃ) 

空家等 
(老朽度Ｄ) 

空家等 
(老朽度Ｅ) 

  除却を検討する対象については、原則として下記の空家等とする。 

  （ただし、空家等の破損等の状況によってはこの限りではない） 

 

 
空家等 

(老朽度Ａ) 
空家等 

(老朽度Ｂ) 
空家等 

(老朽度Ｃ) 
空家等 

(老朽度Ｄ) 
空家等 

(老朽度Ｅ) 

  利活用を検討する対象については、その費用対効果を勘案し、原則として下記の空家等とする。 

  （ただし、空家等の破損等の状況によってはこの限りではない） 

 

 

空家等 
(老朽度Ａ) 

空家等 
(老朽度Ｂ) 

空家等 
(老朽度Ｃ) 

空家等 
(老朽度Ｄ) 

空家等 
(老朽度Ｅ) 

発生抑制 

空家等の相談 

適正管理 

除 却 

利活用 

空家等 
(老朽度Ａ) 

空家等 
(老朽度Ｂ) 

空家等 
(老朽度Ｃ) 

空家等 
(老朽度Ｄ) 

空家等 
(老朽度Ｅ) 
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＜空家等対策のフロー＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

改善 

空家実態調査 

空家状況把握 

自治会・区長等へ協力依頼 

現地確認・危険度判定 

税務情報等による所有者把握 データベースの構築 

(空家情報の共有) 

(法第 11 条) 

登記による調査 

住民基本台帳 

税務室へ照会（税情報による所有者特定） 

相続放棄事案 相続人の調査 

(法第 10 条 1) (法第 10 条 3) 

所有者の意向確認 

利活用できる空家等 利活用できない空家等 

老朽危険家屋
（不良住宅） 

管理を要する空家 

(法第 12 条) 

適正管理の要請 
経年変化 

修繕 

（意向無） 

※現行法令適用の検討 

 ・民法 

 ・災害対策基本法 

 ・災害救助法 

 ・消防法 

 ・建築基準法 

 ・道路法 

 ・廃棄物処理法 

 
 

修繕指導 

除却指導 
（意向有） 

危険・緊急度が 

極めて高い 

特定空家等 

の認定 
空き家バンク 他の検討施策 

解体補助の活用 

伊方町危険廃屋撤去事業 

特定老朽化危険空家等除却促進事業 

所有者等 

による解体 

特定空家等に対する措置 

（第４章参照） 

自主的改善 

老朽度Ａ・Ｂ 老朽度Ｃ～Ｅ 

老朽度Ｃ 老朽度Ｄ・Ｅ 

老朽度Ｄ 

老朽度Ｅ 
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３ 空家等の調査 

（１）空家等の実態調査 

下記の手順に基づき事前調査を行い、調査結果をデータベース化することで、空家等

の状況変動の速やかな把握と適切な対応を行えるよう備えることとします。 

 

[STEP1] 事前調査 

これまで住民等から寄せられた空家等に関する情報や、住宅地図等の既往資料を

活用し、地域の空家等の概略を把握します。 

 

[STEP2] 空家等の抽出 

法第１０条第１項の規定により取得した税務情報および水道停栓情報等を活用

して空家等想定箇所の抽出を行います。 

 

[STEP3] 現地調査（外観調査） 

実態調査を実施し、家屋の不良度判定基準等を活用し、外観目視による不良度の

調査を行います。 

（老朽度ランクＡ～Ｅ、危険度ランクⅠ・Ⅱ） 

 

[STEP4] 所有者等の特定 

地元の自治会への照会を含む近隣への聞き込み、登記簿情報、法第１０条第１項

の規定により取得した固定資産税の課税台帳の情報等により、所有者等の特定を行

います。 

 

[STEP5] データベースの構築 

空家等の所在地・現況・所有者等の氏名の情報についてリスト化し、GIS 等を活

用して地図上で管理できるデータベースを構築します。 

 

[STEP6] 意向調査 

所有者等あるいは地区長に対し、現在の空家等の使用実態や、今後の利活用の意

向等を把握するためのアンケート調査等を実施します。 
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（２）特定空家等に該当するか否かを判定するための調査 

上記により、老朽度ランクＤ・Ｅに分類された空家等のうち、外観上危険と認められ

る空家等について、特定空家等に該当するか否かを判定するため、敷地内に立ち入って

状況を調査し、又は建築物に触れる等して詳しい状況を調査する必要がある場合は、立

入調査を実施する等、愛媛県公表資料「県内における「特定空家等」と判断するための

判断基準（案）」に準じて対応を検討します。 

 

＜外観目視による不良度の調査に用いた建築物の不良度判定基準[抜粋]例＞ 

 
 ＜建築物の不良度判定表例＞ 

ﾗﾝｸ 判定内容 点数 

Ａ 小規模の修繕により再利用が可能 0～39 点 

Ｂ 管理が行き届いていないが、当面の危険性は少ない 40～69 点 

Ｃ 管理が行き届いておらず、損傷が激しい 70～99 点 

Ｄ 倒壊の危険性があり、修繕や解体などの緊急度が高い 100～149 点 

Ｅ 倒壊の危険性があり、解体などの緊急度がきわめて高い 150 点以上 
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４ 空家等に関する相談体制等 

（１）庁内の相談体制 

本計画の適切かつ円滑な推進にあたり、本町の主要な関係部署との役割を定め、次の

とおり組織しています。 

空家等の所有者等から相談については、「老朽危険空き家等の適切な管理方法や除却

等に関する相談」は建設課が、「利活用に関する相談」は総合政策課が、それぞれ総合窓

口として相談内容の聞き取りを実施します。相談内容に応じて、総合窓口と所管する担

当部署とが相互に情報共有のうえ、迅速な対応を実施します。 

 

＜空家等対策に係る本町の主な関係部署と役割＞ 

総合窓口 役 割 

建設課 ・老朽危険空き家等の管理方法・除却等の相談 

総合政策課 ・空家等利活用の相談 

 

 

主な関係部署 役 割 

建設課（建設管理係） ・空家等の調査 

・空家等対策計画の策定・変更 

・庁内調整 

・危険空家等の対策・措置（除却等） 

建設課（地域整備係） ・通行に危険を及ぼすおそれのある町道・里道等対策 

総務課（危機管理係） ・空家等への侵入防止 

・火災・災害・犯罪等の予防的対策 

 （警察・消防との協力体制を要する場合） 

町民課（税務係） ・所有者等の情報提供 ・相続者等の情報提供 

・特定空家等の対策（固定資産税に係る住宅用地特例の除外） 

町民課（住民生活係） ・生活衛生・環境に関する相談・措置 

 （雑草・雑木・ごみ・蜂の巣等） 

総合政策課 

（まちづくり政策係） 

・空家等利活用に関する相談（移住定住支援・空き家バンク） 

・流通促進 

観光商工課 

（観光商工係） 

・空き店舗対策・古民家再生 

 （利活用・インバウンド等の観光振興対策） 

上下水道課（上水道係） ・水道使用状況・閉栓情報等の提供 

その他関係部署 ・上記以外に空家等に関する対応が必要な場合 

 

  

相談内容により担当部署が対応 
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（２）他の機関や外部関係団体との連携 

特定空家等の施策推進においては、危険建築物としての特性を鑑み、法に限らず、建

築基準法等の他法令による措置が必要となることも推察されます。そのため、庁内体制

のみならず外部関係団体等との連携も緊密に図り、伊方町空家等対策協議会・本町関係

部署・外部関係団体により、相互に相談案件等に対する組織横断的な対応を推進するこ

ととします。 

また、特定空家等に関しては、平成 30 年 4 月に設置された伊方町空家等対策協議会

において、特定空家等の認定協議や認定後の不利益処分等の要否について協議を行うこ

ととし、公平・公正な判断により措置を行うこととします。 

 

＜伊方町と外部関係団体との連携＞ 

担当組織 役 割 

伊方町（建設課・総合政策課） 相談に対する窓口対応（総合窓口） 

伊方町（担当部局） 相談に対する詳細対応（各部署） 

 

 

連携する関係団体・部署 役 割 

伊方町空家等対策協議会 ・空家等対策計画の作成・変更・実施に関す

ること 

・特定空家等の認定に関すること 

・特定空家等に対する措置（不利益処分）の

要否等 

・空家等に関する施策の推進に関すること 

・その他空家対策上必要と認める事項に関す

ること 

・南予地方局 八幡浜土木事務所 

・特定行政庁（建築基準法所管部局） 

・伊方町建設課（建設管理室） 

・「空家等」に該当しないが、そのまま放置す

れば著しく保安上の危険な状態にある建築

物への対応 

・愛媛県土地家屋調査士会 

・（公社）愛媛県宅地建物取引業協会 

・（公社）愛媛県不動産鑑定士協会 

・（公社）愛媛県建築士会 

・NPO 法人愛媛県不動産ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ協会 

・売買・賃貸の相談対応 

・不動産に関する専門知識を必要とする対応 

・愛媛県弁護士会 

・愛媛県司法書士会 

・愛媛県行政書士会 

・日本司法支援センター法テラス 

・相続の相談対応 

・不動産に関する法的な知識を必要とする対

応 

その他 （要検討） 

  

相互に連携する関係団体・部署 
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第４章 特定空家等に対する措置等について 

１ 特定空家等と判断するための判定基準 

特定空家等の判断にあたっては、法第 2条第 2項に示される各状態であるか否かにつ

いて、当該空家等がもたらす周辺への悪影響の程度と危険等の切迫性を総合的に勘案の

うえ、判定することが必要となります。そのため、特定空家等判定基準における詳細な

運用については、国の「特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要

な指針（ガイドライン）」及び愛媛県の「県内における「特定空家等」と判断するための

判定基準（案）」に基づき、運用に資するものとします。 

 

２ 特定空家等の認定 

特定空家等か否かの認定においては、当該空家等の物的状況確認のほか、伊方町危険

廃屋審査委員会委員や関係部署との協議・意見聴取などを行ったうえで、伊方町空家等

対策協議会において判断し、指導等の対象となる措置の範囲や内容を決定することとし

ます。 

 

３ 特定空家等に対する措置等 

伊方町空家等対策協議会が特定空家等と判断したものについては、法第 14 条各項に

基づき、倒壊等による近隣住居及び前面道路等への被害を未然に防ぐとともに、土地の

有効活用をはかるため、利活用が困難な空家等や危険な空家等は積極的な除却等措置を

検討する必要があります。 

しかしながら、本町では所有者等の自らの意思により、自主的な改善への取組みを支

援することも肝要であると位置づけ、空家等の状況に関する情報提供（改善のためのア

ドバイス等を含む）や、法第 14 条第 1項に規定する「助言又は指導」、あるいは同条第 2

項に規定する「勧告」など、それぞれにおいて相当の猶予期限も設けたうえで、段階的

な措置を実施することとします。 

但し、これらの行政指導を実施しても特定空家等の状況が改善されないと認められる

場合においては、伊方町空家等対策協議会にて法 14 条第 3 項に基づき不利益処分に相

当する以降の措置を命ずることとなりますが、なおその措置を命ぜられた者が措置を履

行しないもしくは履行しても十分でない、あるいは期限までに完了する見込みが無い場

合などは、行政代執行法の定めるところに従う等の措置に至る場合もあります。 

なお、自然災害等や突発的事故等に起因し、調査時点よりも状況の悪化や進行が認め

られ、緊急に措置を行う必要がある場合は、所有者等の同意がなくても、町が必要な最

低限度の範囲で危険を回避する措置（緊急措置）を講じ、同協議会等には当該措置の事

後に報告を行うという体制をとることも検討の範囲とします。  
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＜特定空家等に対する措置等の流れ＞ 
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４ 老朽危険空家等の除却補助制度 

「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態」にある空家

等（特定空家等を含む）については、当該空家等が地域住民の生命・財産・生活環境や

通行人等への安全性などを脅かすのみならず、地域の防災力や公益性を低下させるおそ

れがあります。そのため、所定の要件を満たす場合については、「伊方町危険廃屋解体撤

去事業」や「伊方町特定老朽化危険空家等除却促進事業」を活用し、除却を促進するこ

とで、地域住民の生命、身体及び財産等保護への寄与等、危険を未然に防止するための

施策を推進していきます。 

 

（１）伊方町危険廃屋解体撤去事業について 

伊方町危険廃屋解体撤去事業は、平成 23 年度に町単独の補助制度として創設し、町内

において老朽化し、倒壊の危険性のある不良住宅の解体撤去を行う者に対し、解体撤去

工事等に要する経費の一部を補助することで、不良住宅の撤去を促進し、地域の安心安

全の確保及び住環境の改善に資することを目的とした補助事業です。平成 23 年度～令

和 3年度までの 11 年間で 122 件の解体撤去の実績を有しています。 

 H23～H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 計 

伊方地域 24 6 3 1 5 7 3 49 

瀬戸地域 26 5 1 3 5 3 1 44 

三崎地域 15 5 2 2 1 4 0 29 

件数計 65 16 6 6 11 14 4 122 

事業費(千円) 30,587 7,672 3,000 2,834 5,434 6,885 2,000 58,412 

 

（２）伊方町老朽危険空き家等除却事業について 

伊方町老朽危険空き家等除却事業は、平成 28 年度に新設され、県内の市町が国の事

業を活用して実施する「特定老朽危険空家等の除却に要する費用」に対し、国と県が費

用の一部を市町に支援する制度です。不良住宅や空家住宅または空き建築物の集積が居

住環境を阻害している地域において、老朽危険空家等の除却にかかる経費に対する補

助をすることで、住環境の改善及び災害の未然防止等、防災・減災対策推進に資するこ

とを目的としています。平成 28 年度～令和 3 年度の 6 年間で 104 件の除却実績を有し

ています。 

 H28 H29 H30 R1 R2 R3 計 

伊方地域 2 4 4 9 15 13 47 

瀬戸地域  5 5 10 7 4 31 

三崎地域 1 1 7 3 6 8 26 

件数計 3 10 16 22 28 25 104 

事業費(千円) 3,625 15,704 29,772 35,521 45,540 45,988 176,150 
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＜危険廃屋解体撤去事業と特定老朽化危険空家等除却促進事業の補助要件＞ 

 危険廃屋解体撤去事業 

（伊方町単独の補助制度） 

特定老朽化危険空家等除却促進事業 

（国・県・伊方町の補助制度） 

補 助 限 度 額 事業費の 1/2（上限 50 万円） 事業費の 4/5（上限額なし） 

構 造 木造住宅 木造・非木造に限らず 

建 物 の 

撤 去 状 態 
部分残し可能 

同一敷地内の建物を全撤去するもの

に限る 

制 度 の 

利 用 回 数 
原則申請者 1人につき一度のみ 無制限 

立 地 条 件 特になし 建物が沿道に面していること 

申 請 者 

①所有者 

②相続人の代表者 

③上記①または②から委任を受けた伊方町民 

申 請 資 格  

①税の滞納がないこと 

②町内業者・建設業法に基づく建設業の許可を得たもの、または 

建設工事に関する法律に基づく解体工事業の登録を受けた解体業者 

③解体対象は生活実態の合った住居であること 

事業採択条件 

①解体撤去に要する事業費のみが補助対象（建替えの場合は補助対象外） 

②本町の定める不良度基準を満たすこと（不良度判定 100 点以上） 

③解体後は 3年間更地とすること 

④両方の制度を同時には利用不可 
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第５章 適正管理・利活⽤・発⽣抑制の対策について 

１ 空家等対策の分類について 

空家等が発生し、そのまま放置される要因やそこから生じる問題は、複雑化・多様化

しています。これらは、ひとつに特定できるものではなく、居住中から除却後の跡地利

用までの各段階にわたっています。また、空家等は適切な管理を怠り老朽化が進むほど、

修繕等に要するコストが高くなるばかりか相続を重ねて権利関係が複雑化していくと、

売却や除却等の処分行為に必要な権利の調整が煩雑になり、問題解決に向けた難易度が

高くなっていきます。 

空家等対策は問題が深刻化する前の早期対応が必要であることから、空家等の実態調

査結果をもとに、空家等対策の対象とする住宅を空家化していくまでのプロセスに応じ

て、「居住世帯のいる住宅」、「活用可能空家等」、「不適正管理空家等」、「老朽危険空き家

等」の 4つの状況区分に対し、求められる空家等対策を「適正管理」、「利活用」、「発生

抑制」、「除却」の 4つに分類し、各対策を検討・実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

居住世帯の 

ある住宅 

活用可能 

空家等 

不適正管理 

空家等 

老朽危険 

空き家等 

発生抑制 

適正管理 

活  用 除  却 

対応コスト・難易度 

時間・危険度 

＜早期対応の重要性と空家等の区分に応じた対策＞ 
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２ 空家等の適正管理等の促進について 

空家等の適切な管理を行うことの重要性や管理不全の空家等が周辺地域にもたらす

諸問題について、住民に対する広報活動や町民説明会等の情報発信による普及啓発を実

施し、意識の醸成を図っていくこととします。また、協議会による協議や活動内容につ

いても、ホームページで公開する等により、空家等への関心を広く呼び起こし、地域全

体でその対処方策を検討・共有していきます。 

【適正管理等の促進例】 

・広報誌を活用した意識啓発記事の掲載 

・区長等を通じ、所有者等への適正管理の意識醸成のためのパンフレットを配布 

・空き家管理代行業者リストの整備や提供 
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３ 空家等の利活用の促進について 

（１）伊方町空き家バンク制度について 

本町では、人口減少に対する取り組みとして、平成 28 年 12 月 1 日より「伊方町空き

家バンク制度」を開設し、町内の空家等（空き地を含む）の活用による移住・定住を促

進しています。賃貸や売却を希望する所有者等から空家等となった住宅や空き地の提供

情報を登録し、田舎暮らしを希望される方への「住まい」の情報を提供するため、地域

の不動産関係団体との協力を得ながら、都市住民の地域への呼込みや、地域資源の有効

活用の両側面において、地域活性化を推進しています。 

空き家バンク制度の開設からの 5年間強で 52 件がバンク登録され、そのうち 14 件が

賃貸等の成約に至っており、さらなる利活用促進策としての効果が期待されます。 

 

＜伊方町空き家バンク制度＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜空き家バンク 登録件数実績（令和 4年 1月時点）＞ 

（）内は成約件数 

 

  

年度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 計 

伊方地域 7(2) 4(0) 5(1) 4(0) 4(1) 2(2) 26(6) 

瀬戸地域 1(0) 3(0) 0(1) 2(0) 6(1) 2(1) 14(3) 

三崎地域 4(1) 4(0) 0(2) 1(1) 3(1) 0(0) 12(5) 

件数計 12(3) 11(0) 5(4) 7(1) 13(3) 4(3) 52(14) 
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（２）住宅支援制度について 

本町では、ホームページによる伊方町移住定住ポータルサイト「いかたライフ」を構

築・活用し、前項（１）で示した空き家バンク制度の他、就業支援制度や子育て支援・

教育など総合的に移住・定住を促進するために、「住まい」「仕事」「暮らし」に関する魅

力情報の発信に努めています。 

また、町外からの移住及び集落機能の維持による「若者人材」の定着促進策として「移

住者住宅改修支援事業」、あるいは、本町が販売した遊休土地等を購入し、住宅を新築す

る「若者や子育て世代」の定住促進のための「若者定住促進新築住宅建設補助金」によ

り、情報発信のみならず、「住まい」に対する支援制度を定めています。 

 

＜移住者住宅改修支援事業と若者定住促進新築住宅建設補助金制度の補助要件＞ 

 移住者住宅改修支援事業 

（県・伊方町の補助制度） 

若者定住促進新築住宅建設補助金 

（伊方町の補助制度） 

補助限度額 【県外からの移住者】 

住宅改修・家財道具搬出費用の 2/3

（上限） 

 ①住宅改修費用 200 万円 

  ※子育て世帯は 400 万円 

 ②家財道具搬出費用 20 万円 

 

【県内移住者】 

住宅改修・家財道具搬出費用の 1/3

（上限） 

 ①住宅改修費用 100 万円 

  ※子育て世帯は 200 万円 

 ②家財道具搬出費用 10 万円 

土地購入代金の 1/4 相当額 

補助対象者 以下の①～③を全て満たすこと 

①町外から移住 

②取得または賃貸した空き家住宅を 

 改修して 5年以上定住する 

③50 歳未満の働き手世帯 

 （50 歳未満が 1人以上の世帯 

 または子育て世帯 

 （中学生以下の子どもがいる世帯） 

以下の①～③を全て満たすこと 

①町内に住所を有すること 

②町が販売した土地を購入後、 

 3 年以内に住宅を新築した方で 

 次のいずれかに該当する方 

 ア 子育て世帯 

  （高校生以下の子どもと同居） 

 イ 本人または配偶者の年齢が 

  40 歳未満かつ婚姻後 3年以内 

②補助金交付後、5年以上継続して 

 町に住所を有し、かつ住宅に居住 

対象住宅 県・町の空き家バンクなどを通じて

購入・賃貸した一戸建て住宅 

町が若者定住促進のために販売した

遊休土地等を購入し、新築した住宅 
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（３）古民家等の活用について 

昨今、古民家等は観光あるいは産業創出の地域の歴史的資源として、その役割が注目

されていますが、景観上あるいは耐震化の観点において適正な管理策が求められます。 

景観上の観点においては、景観計画区域に留意するなかで、本町では現在策定中の景

観計画とも整合しつつ、景観形成の推進を図ります。 

耐震化の観点においては、昭和 56 年 5 月以前に着工した建築物は耐震性が不十分で

あることを鑑み、「伊方町木造住宅耐震改修事業補助金」により、適正な管理等を促進す

ることを支援することも重要です。 

 

＜木造住宅耐震改修事業補助金制度の事業メニューと補助要件＞ 

各事業メニュー共通事項 

対象者 ・現に居住の用に供している町内の既存木造住宅の所有者 

・市町村民税等の公共料金を滞納していない者（耐震診断を除く） 

対象住宅 ・昭和５６年５月３１日以前に着工された１戸建ての木造住宅 

・階数が２階以下で、延べ面積が５００平方メートル以下のもの 

・専用住宅、若しくは併用住宅で、延べ床面積の過半が住宅の用途に供されて

いるもの 

・枠組み壁工法、丸太組工法、大臣等の特別な認定を得た工法は対象外 

事業名 耐震診断 

対象事業 ・「愛媛県木造住宅耐震診断事務所」の登録を受けた建築士事務所が「愛媛県

木造住宅耐震診断マニュアル」に基づき実施する「耐震診断」 

・愛媛県耐震改修促進連絡協議会の評価委員会にて評価を受けたもの 

補助金の額 ・耐震診断費用の３分の２以内、かつ、上限４０,０００円以内 

事業名 耐震診断技術者派遣制度 

対象事業 ・対象となる住宅の耐震診断を希望する方のご自宅に愛媛県木造住宅耐震診

断事務所の登録要綱に定める耐震診断技術者を派遣するもの 

個人負担額 ・評価手数料として３,０００円または９,７２０円（評価機関による） 

事業名 耐震改修設計 

対象事業 ・愛媛県耐震改修促進連絡協議会が設置する評価委員会にて評価を受けた耐

震診断の結果、上部構造評点のうち最小の値が 1.0 未満と診断された既存

木造住宅 

・愛媛県耐震診断マニュアル等に基づき診断した結果、改修後の総合評点

が 1.0 以上となるもの 

・愛媛県耐震改修促進連絡協議会の評価委員会にて評価を受けたもの 

補助金の額 ・耐震改修設計費用の３分の２以内、かつ、上限２００,０００円以内 

事業名 耐震改修工事 

対象事業 ・愛媛県耐震診断マニュアル等に基づき診断した結果、改修後の総合評点

が 1.0 以上で、評価委員会にて耐震改修計画の評価を受けたもの 

・耐震改修設計事務所により耐震改修工事監理がされるもの 

・平成 24 年 4 月 1日以降に着手するものにあっては、リフォーム瑕疵保険に

加入されたもの 

・耐震改修工事を行った後も居住の用に供されるもの 

補助金の額 ・耐震改修工事費用の５分の４以内、かつ、上限１０００,０００円以内 
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事業名 段階的耐震改修工事 

対象事業 ・愛媛県耐震診断マニュアル等に基づき診断した結果、改修後の総合評点

が 0.7 以上 1.0 未満となるものであって、評価委員会にて耐震改修計画の

評価を受けたもの 

・平成 24 年 4 月 1日以降に着手するものにあっては、リフォーム痂疲保険に

加入されたもの 

・段階的耐震改修工事を行った後も居住の用に供されるもの 

補助金の額 ・段階的耐震改修工事費用の５分の４以内、かつ、上限５００,０００円以内 

事業名 耐震改修工事監理 

対象事業 ・上記の規定に基づいて行う既存木造住宅の耐震改修工事に係るもの 

補助金の額 ・耐震改修工事監理費用の３分の２以内、かつ、上限４０,０００円以内 

事業名 耐震シェルター設置工事 

対象事業 ・愛媛県耐震診断マニュアル等に基づき診断した結果、総合評点が 1.0 未満

の住宅で、公的機関等により安全性の評価を受けた耐震シェルター等を設

置したもの 

・耐震シェルター設置工事を行った後も居住の用に供されるもの 

補助金の額 ・耐震シェルター設置工事費用の要した費用以内、かつ、上限４００,０００

円以内 
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（４）空家等の利活用・除却等に対する支援施策等 

国では、市町村による総合的な空家等対策の取り組みを一層促進するため、空家等対

策計画に基づき実施する空家等の活用や除却などに対して、「空き家対策総合支援事業」

及び「空き家再生等推進事業」をはじめとして、市町村に対する各種補助・交付金制度

などの財政支援措置を拡充しています。 

本町においても、町民の居住環境の改善・向上及びまちづくり・地域活性化の観点か

ら、地域の民間事業者や団体等とも協力・連携しながら、積極的に空家等の利活用・除

却等へ向けた検討を進めます。 

＜空き家再生等推進事業（平成 20 年度～）概要＞ 

 

＜空き家対策総合支援事業（平成 28 年度～）概要＞ 
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＜空家の除却等を促進するための土地に係る固定資産税等に関する所要の措置（平

成 27 年度税制改正）＞ 

 

 

＜空き家の発生を抑制するための特例措置（空き家の譲渡所得の 3,000万円特別控除）

（平成 28 年度税制改正）＞ 

 

（出典）国土交通省公開資料 
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＜空き家対策の支援メニュー等一覧（令和 2年度末時点）＞ 

 
（出典）国土交通省公開資料 
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（５）空家等に係る跡地の利活用について 

空家等に限らず、空家等の跡地についても、建築物と同様、所有者等に第一義的な責

任があることを前提として、適切な管理を行うよう促していく必要があります。 

国においては、全国版空き家・空き地バンクの構築や、地域の空き家等の流通モデル

の構築など、新たな方向性を踏まえた施策展開について、昨今のＩＴ技術の発展・浸透

も活用しつつ、空き家・空き地の標準化・一元的に向けた検討もなされています。 

さらには、空家等とともに全国的に増加・問題となっている「所有者不明土地」に対

する円滑な公共事業等の推進及び地域の実情に応じた適切な利用・管理を促進するため、

「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」（平成 30 年 6 月 13 日公布。

平成 30 年法律第 49 号）が平成 30 年 11 月 15 日より一部施行され、空き地の利活用に

向けた法制度の整備が進んできています。 

また、本町においては、火災・地震等の災害が発生した場合の二次災害抑止の観点に

おいて、市街地における空家等の延焼防止、近隣住民の避難路の確保、空き地の一時的

な避難場所としての活用等、緊急事態が生じた際にも空家等や空家等が係る跡地に対し

ても、「愛媛県広域避難計画」や地震・津波・風水害・原子力の 4編から構成される「伊

方町地域防災計画」等に則って、本町各地域における緊急時対応への有効活用策につい

ても検討を進める必要があります。 

 

＜所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法 概要＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）国土交通省公開資料 
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（６）その他 

空家等及び空家等に係る跡地は、状況や目的によって様々な活用策を講じることが可

能ですが、国や県の施策も視野にいれつつ、本町として魅力的な施策や支援制度の推進

のため、新規施策の検討あるいは既存制度の拡充など総合的な観点で検討が必要です。 

これまでに示した空家等の増加や近年の少子高齢化の加速などの状況を鑑み、平成 29

年 10 月 25 日に「住宅セーフティネット法改正法」が施行され、新たな住宅セーフティ

ネット制度が本格化しました。これは、高齢者・低額所得者・子育て世帯等の「住宅確

保要配慮者」が増加傾向にある中で、住宅確保要配慮者の入居に拒否感を示す民間賃貸

住宅の提供者も増加しており、住宅ストックや賃貸住宅の供給促進などの観点から、国

からの総合的な政策支援が打ち出されています。 

また、愛媛県内においては、約 40 団体により「愛媛県空き家対策ネットワーク」が構

成され、民間主導により空き家の流通（住宅の循環）を加速させる事を目標として活発

な活動も行われています。 

本町においても、これらの最新施策の活用も検討する中で、愛媛県空き家対策ネット

ワークや愛媛県居住支援協議会等の取組みなども参考にしつつ、利活用可能な空家等の

有効活用を推進していきます。 
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＜愛媛県空き家対策ネットワークにおける活動等について＞ 
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＜愛媛県空き家対策ネットワーク構成団体＞ 
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４ 空家等の発生抑制について 

（１）地域おこし協力隊との連携 

総務省の「地域おこし協力隊推進制度」に基づき、本町でも「地域おこし協力隊員」

の方々の地域協力活動を支援しながら、地域への定住・定着を図る取組みを積極的に推

進しており、隊員の方々は、移住・定住ポータルサイト「いかたライフ」とも連携し、

ＳＮＳを駆使して日々の地域情報を発信するなど積極的な活動を行っています。 

昨今の空家等の増加状況に目を向けると、いかに発生抑制のための対応策が重要であ

るかという課題に対し、住民のみならず地域と密接に関係のある地域おこし協力隊員の

方々の協力も得つつ、連携も強化し、地域への意識醸成や啓蒙活動も検討します。 

 

（２）中古住宅市場の活性化 

積極的な利活用可能な空家等の流通を促進することが、中古住宅市場の活性化となり、

さらには地域経済の活性化にも繋がり、空家等の発生抑制への効果となっていきます。 

国や不動産業界など様々な分野において、既存住宅に対する取引・保険・税制優遇等

の制度も支援されていますが、空家等の所有者等や、これから移住・定住を検討する方々

への幅広い支援制度の紹介や普及など、効果的な情報発信の方法を検討します。 

 制度事例 概要 

宅建業法 既存住宅のインスペクション 

（住宅診断） 

中古住宅の取引時点において消費者が物件の

状態・品質を把握できる様にするため、第三

者（建築士等）による客観的な住宅検査・調

査を行う 

住宅瑕疵担保

責任保険法人 

既存住宅瑕疵担保保険 

 

売買された中古住宅に欠陥が見つかった場合

の補修費用等の保険金が支払われる仕組み 

国土交通省 長期優良住宅化リフォーム 

推進事業 

既存住宅の長寿命化や三世代同居等、複数世

帯の同居の実現に資するリフォームの先進的

取組み支援制度 

国土交通省 安心Ｒ住宅 消費者が安心して「住みたい」「買いたい」と

意識できる様、国の関与のもとで商標付与を

行う仕組み 

税制優遇措置 譲渡所得にかかる特別控除 空家等の相続人が当該空家または取壊し後の

土地を譲渡した場合に、譲渡所得から 3,000

万円を特別控除する税制制度 

ＪＴＩ 移住・住みかえ支援機構の 

マイホーム借上げ制度 

ＪＴＩと協力し、50 歳以上のシニアを対象と

した使用目的の定まっていない空家等の転貸

策支援制度 
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（３）「全国版空き家・空き地バンク」の活用 

国土交通省では、各自治体が個々の空き家バンクに掲載している空き家等の情報につ

いて、自治体を横断して簡単に検索できるよう「全国版空き家・空き地バンク」を構築

しています。平成 29 年 10 月より、公募により選定した２事業者（㈱RIFULL、アットホー

ム㈱）が試行運用を開始し、準備が整った自治体から順次掲載を進め、平成 30 年 4 月よ

り本格運用を開始しています。 

 

（出典）国土交通省公開資料 

 

国土交通省が公開している資料によると、令和３年８月末日時点で 840 自治体が参加

し、愛媛県では松山市、八幡浜市、新居浜市、西条市、大洲市、西予市、東温市の７自

治体が掲載されおり、順次物件情報の掲載等を進めています。これまでの成約実績は、

全国で約 8,700 件（令和３年８月末日時点）であり、一定の効果をあげていることがう

かがえます。 

 

「全国版空き家・空き地バンク」では、全国の自治体と空家等の条件を比較しながら

物件検索ができるため、本町を知らない消費者に対しても、移住・定住を検討している

消費者ニーズとのマッチングが期待できます。 

「伊方町空き家バンク制度」のさらなる利活用促進を図るとともに、本町への移住・

定住を推進するため、「全国版空き家・空き地バンク」の活用を検討します。 
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参考資料 

１ 空家の増加の背景及び原因について 

（１）人口減少・過疎化 

国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」といいます。）の「日本の将来推計人

口（平成 30 年 3 月 30 日公表）」によると、平成 27 年の我が国の総人口は 1億 2,710 万

人ですが令和 27 年には人口は 1億 640 万人（平成 27 年を 100 とした場合の指数は 83.7

に減少すると推計されています。 

本町では昭和 55 年の人口 18,753 人から令和 2年の 8,397 人へと減少し、40 年間の減

少率は▲55.2%となっています。減少傾向は依然続いており、社人研の推計によると、令

和 27 年には、3,845 人（平成 27 年に対する指数は 39.9）まで減少すると推計されてい

ます。 

人口減少・過疎化の状況は県内全域の傾向ですが、愛媛県人口ビジョン（平成 27 年 10

月 27 日）によると、南予地域においては 10～19 歳と 20～29 歳の若い年齢層で転入者

数を転出者数が上回る「転出超過」の傾向にあり、特に県内（中予地域）への転出超が

非常に多いとされています。 

本町では伊方町人口ビジョン（平成 28 年 3 月）によると毎年 250 人前後の転入に対

し、約 300～400 人が転出しており、進学や就職を機に町外へ転出するケースが人口減少

の要因となっています。一方で、年代によっては転入超過のケースも見られ、年齢的に

転職・介護・子供の教育・別荘への移住など、U ターンや UIJ ターンに関する転入増加

も見られることから、今後の空家対策等と密接に繋がる分野であることが分かります。 

 
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年）、令和 2 年国勢調査による。 
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「住宅・土地統計調査」（総務省統計局） 

（２）核家族化に伴う新規住宅の取得 

国勢調査によると、愛媛県の総人口は減少している一方、全体の世帯数は増加してい
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ることから、世帯の分離（核家族化）が進み、それぞれの家族（世帯）が新規に住宅を

取得する傾向にあることが推察されます。 

また、平成 30 年住宅・土地統計の調査より、「現住所以外の住宅の所有の状況」をみ

ると、愛媛県は「現住所以外の住宅を所有している世帯数」が全国に比べて多いことも

分かります。これは、マイホームを新築するなど既に居を構えている環境にあるなかで

生家（実家）を親から相続するケースなど、空き家率が高くなっている要因の一つと推

察されます。四国の他県も同様の状況にあり、四国地方共通の特徴であり、愛媛県内に

おいては南予地域においてその傾向が高いことがわかります。 

国土交通省が実施した「平成 26 年空家実態調査 集計結果」（※）によると、住宅を

取得した経緯については、『相続により取得した』と回答した割合（52.3%）が最も高く

なっており、人が住まなくなった理由については、『死亡した』と回答した割合（35.2%）

が最も高くなっています。 

このことから、従来からの家督相続が失われつつある昨今、親が死亡した場合にその

まま空き家となった実家を相続することによる取得が増えていることがわかります。 

 

 

参照：愛媛県ホームページ 

 

 

 

※平成 25 年住宅・土地統計調査の調査対象住宅のうち、国土交通省が戸建て空家等

から無作為抽出したものの所有者を対象として行ったものです。 
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（３）新築重視の施策と消費者の意識 

日本では戦後の住宅不足に対応するため、新築住宅の供給に重点をおいた支援制度

（住宅ローン減税、固定資産税の減額、不動産取得税の軽減等）を実施してきたことか

ら、住宅購入時に新築住宅の優先意識が高く、海外よりも中古住宅の流通シェアが極め

て少ない状況であり、中古住宅を選択する意識は低いといえます。 

しかし、総務省「住宅・土地統計調査（確報値）」（平成 25 年）及び愛媛県「住宅着工

統計」（平成 30 年 11 月 5 日）によると、新築住宅着工はほぼ横ばいのなか、中古住宅の

取得に若干の増加が見られます。 

また、国土交通省「住生活基本計画（全国計画）」（平成 28 年）によると、平成 23 年

度～令和 2年度の計画においても、少子高齢化・人口減少の急速な進展の現状、世帯数

の減少により空家等がさらに増加することを「空き家問題」として提起していますが、

住宅政策の方向性を国民に分かりやすく示すことが肝要であるとし、居住者からの視点

（居住の安定確保）、住宅ストックからの視点（急増する空家の活用・除却の推進）、産

業・地域からの視点（住宅地の魅力の維持・向上）を目標として掲げています。そのた

めに必要な施策の総合的かつ計画的な推進の実現に向け、市町村においても地域特性に

応じて、きめ細やかな施策の方向性を提示することが必要であると示されています。 

これらの状況から、国民の住宅に対する意識の変化や地方公共団体等における空家等

施策の推進など、空家等に関する全国の情勢変化が生じてきていることが分かります。 

 

 

＜参考：現住居以外の住宅の所有の状況（平成 30 年）＞ 

順位 都道府県 総世帯数 
現住居以外の住宅を 

所有している世帯数 
割合 

1 長野県 809,100 109,800 13.6% 

2 香川県 399,100 51,300 12.9% 

3 島根県 265,400 33,900 12.8% 

4 高知県 316,300 40,300 12.7% 

5 和歌山県 385,700 48,700 12.6% 

11 愛媛県 583,100 68,600 11.8% 

 全 国 53,788,000 5,110,000 9.5% 

「平成 30 年住宅・土地統計調査」（総務省統計局） 
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＜参考：現住居以外の土地（住宅等）を所有する世帯《愛媛県内》＞ 

 
市町村名 世帯総数 

現住所以外の 

土地を所有 

する世帯 

現住所以外の 

宅地等を所有 

する世帯 

割 合 

 Ａ  Ｂ Ｂ÷Ａ 

東予 

地域 

今治市 65,740 16,320 10,240 15.6% 

新居浜市 50,170 9,430 6,410 12.8% 

西条市 43,470 11,670 6,340 14.6% 

四国中央市 35,470 9,360 5,480 15.4% 

計 194,850 46,780 28,470 14.6% 

中予 

地域 

松山市 230,200 29,150 21,770 9.5% 

伊予市 14,060 4,360 2,250 16.0% 

東温市 14,510 3,770 1,820 12.5% 

松前町 10,700 2,580 1,410 13.2% 

砥部町 8,510 2,120 1,280 15.0% 

計 277,980 41,980 28,530 10.3% 

南予 

地域 

宇和島市 30,670 9,680 5,580 18.2% 

八幡浜市 14,220 4,260 2,820 19.8% 

大洲市 17,320 6,530 3,630 21.0% 

西予市 15,870 7,030 3,700 23.3% 

内子町 6,100 2,770 1,670 27.4% 

愛南町 8,950 3,450 1,820 20.3% 

伊方町 情報無し 

計 93,130 33,720 19,220 20.6% 

愛媛県 583,100 130,500 80,100 13.7% 

全 国 53,788,000 8,655,100 5,886,400 10.9% 

「平成 30 年住宅・土地統計調査」（総務省統計局） 
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＜参考：人が住まなくなった経緯＞ 

 

①住宅を取得した経緯（n=2,140）       ②最後に住んでいた人（n=2,140） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③人が住まなくなった理由（n=1,700）       ④人が住まなくなってからの期間（n=2,140） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「平成 26 年空家実態調査 集計結果」（国土交通省住宅局） 
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２ 「空家等対策計画」策定に係るアンケート調査結果について 

平成 26 年度空家等実態調査の結果を踏まえ、町内各地区の地区長に対して、空家等の

戸数把握状況、老朽危険空家等及び所有者等不明な空家等の状況、老朽危険空家等の解

体・除却補助制度及び空き家バンク制度の周知状況、その他空家等対策に関する意見・

要望等について、平成 30 年度にアンケート調査を実施しました。 

町内全 54 地区の内、42 地区の地区長から回答がありました。（回答率 77.8%） 

アンケートによる調査項目および集計結果は以下のとおりです。 

 

調査期間 平成 30 年 11 月 ～ 平成 30 年 12 月 

調査対象 3 地域 54 地区の区長 

調査方法 調査票による地区長へのアンケート 

調査項目 

以下の 10 項目についてアンケート調査を実施 

設問 

【問 1】区長が把握している地区内の空き家戸数 

【問 2】問 1のうち、老朽化し危険な空き家の戸数 

【問 3】問 2のうち、木造の空き家の戸数 

【問 4】持ち主不明な空き家の戸数 

【問 5】危険な空き家を解体・除却する場合の補助金制度の認知状況 

【問 6】問 5に対する意見・要望（自由記入） 

【問 7】伊方町空き家バンク登録制度の認知状況 

【問 8】問 7に対する意見・要望（自由記入） 

【問 9】空き家の再利用に対する有効な方策に関する意見（自由記入） 

【問 10】空き家対策についての意見（自由記入） 
 

有効 

回答数 
42 地区（回答率 77.8%） 
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（１）各地区の空家等の戸数 

地域別の空家等の戸数をみると、三崎地域、瀬戸地域、伊方地域の順に空家等の多い

地区の割合が高いことが分かります。空家等の多い地区の割合が最も高い三崎地域で

は、6割の地区で 30 戸以上の空家等が存在するとの回答でした。 

 

 

（２）老朽危険空家等の戸数 

地域別の老朽危険空家等の戸数をみると、伊方地域、三崎地域では特定の地区に集中

して老朽危険空家等が多く存在しており、一方、瀬戸地域では各地区に広く分布してい

る傾向が分かります。 

  

1 地区

10.0%

2 地区

20.0%

1 地区

10.0%

6 地区

60.0%

三崎地域

0～5戸 6～10戸

11～20戸 21～30戸

30戸以上 無回答

回答数：10

2 地区

20.0%

2 地区

20.0%

2 地区

20.0%

1 地区

10.0%

3 地区

30.0%

瀬戸地域

0～5戸 6～10戸

11～20戸 21～30戸

30戸以上 無回答

回答数：10

2 地区

9.1%

9 地区

40.9%
8 地区

36.4%

2 地区

9.1%

1 地区

4.5%

伊方地域

0～5戸 6～10戸

11～20戸 21～30戸

30戸以上 無回答

回答数：22

8 地区

80.0%

1 地区

10.0%

1 地区

10.0%

三崎地域

0～5戸 6～10戸

11～20戸 21～30戸

30戸以上 無回答

回答数：10

4 地区

40.0%

4 地区

40.0%

2 地区

20.0%

瀬戸地域

0～5戸 6～10戸

11～20戸 21～30戸

30戸以上 無回答

回答数：10

18 地区

81.8%

3 地区

13.6%

1 地区

4.5%

伊方地域

0～5戸 6～10戸

11～20戸 21～30戸

30戸以上 無回答

回答数：22
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（３）老朽危険空家等（木造）の戸数 

上記（２）と比較してみると、老朽危険空家等はほぼ木造によるものであることが分

かります。 

 

 

（４）所有者等が不明な空家等の戸数 

伊方地域で 22 地区中 4地区（7戸）、瀬戸地域で 10 地区中 5地区（26 戸）、三崎地域

で 10 地区中 1地区（17 戸）の合計 10 地区（50 戸）で所有者等が不明な空家等があると

の回答がありました。瀬戸地域では所有者等が不明な空家等が存在する地区の割合が高

いことが分かります。 

 

19 地区

86.4%

1 地区

4.5%

1 地区

4.5%
1 地区

4.5%

伊方地域

0～5戸 6～10戸

11～20戸 21～30戸

30戸以上 無回答

回答数：22

4 地区

40.0%

4 地区

40.0%

2 地区

20.0%

瀬戸地域

0～5戸 6～10戸

11～20戸 21～30戸

30戸以上 無回答

回答数：10

8 地区

80.0%

1 地区

10.0%

1 地区

10.0%

三崎地域

0～5戸 6～10戸

11～20戸 21～30戸

30戸以上 無回答

回答数：10

1 地区

10.0%

9 地区

90.0%

三崎地域

ある ない 無回答

回答数：10

5 地区

50.0%

5 地区

50.0%

瀬戸地域

ある ない 無回答

回答数：10
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（５）平成 26 年度実態調査とアンケート結果による空家等戸数の比較 

平成 26 年度に実施した空家等の実態調査結果と、平成 30 年度に実施した各地区長へ

のアンケート結果における空家等戸数を比較すると下図のとおりです。 

平成 26 年度実態調査とアンケートでは調査時点の差異もありますが、本町の空家等

の状況について、引き続き各地区長とも連携して実態の詳細把握に努めます。 
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（６）老朽危険空家等の解体・除却補助制度の認知状況 

老朽危険空家等の解体・除却に対する補助制度については、各地域とも 7割以上の地

区長より「知っていた」との回答がありました。引き続き、空家等の所有者等及び町民

の方へ広く周知していく必要があります。 

 

 

（７）老朽危険空き家の解体・除却補助制度に対する意見・要望 

老朽危険空家等の解体・除却補助制度に対して、下記の意見・要望がありました。 

補助限度額の増額 

・補助額の増額や建て替えに補助があれば。（解体しても家主にメリットがない） 

・場所が悪い場合には、どうしても費用が高額になるため、補助金の上積みを。 

・全額公費負担にして欲しい。 

・空き家が車道に面していないと費用がかかるため、補助限度額の見直しを。 

・空き家の所有者の事情により、危険な状態の空き家は全額補助する制度が必要である。 

・町単独の事業費の補助限度額の上限 50 万円は少ないのでは？上限を無くせないか？ 

・個人負担をもう少し軽くすれば解体する家も増えてくるのでは？（例えば１割負担にす

るとか） 

・町単独事業の限度額を 100 万円に（道路に面していないと費用がかかるため） 

・補助金の上限を上げる。 

・補助金制度はありがたいが、それ以上に解体費用がかかること。 

・名取地区は重機等が入らない場所が多いので、補助金制度を利用しても経費がかかりす

ぎる。 

補助制度の周知 

・所有者に周知をすることが必要。高齢者は紙媒体の方が良いと思う。ＨＰを見ることは

ないと思う。 

・最近知った。知らない町民が多いと思う。 

・補助金が出ることは知っているが、条件等、具体的に知っている人は少ないのでは？ 

・空き家所有者は知らないと思われる。 

補助対象となる空家等の定義・条件の明確化 

17 地

区

77.3

%

4 地区

18.2%

1 地区

4.5%

伊方地域

知っていた

知らなかった

無回答

回答数：22

10 地区

100.0%

三崎地域

知っていた

知らなかった

無回答

回答数：10

8 地区

80.0%

1 地区

10.0%

1 地区

10.0%

瀬戸地域

知っていた

知らなかった

無回答

回答数：10
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・不良度判定が明確でない。 

・廃屋の判定、補助額、具体例で表現出来れば。 

・空き家の定義を明確に文章で！ 

補助対象となる空家等の定義・条件の拡大 

・倉庫等は対象になっていないが、危険が生じている場合は対象にして欲しい。 

・危険な状態になるまでに年月がかかる場合が多く、対象になりにくい。 

その他意見・要望 

・利用件数と補助金の使用金額はいくらですか。 

・空き家の持ち主の名義が先代などになっているため、解体などが難しかったと思います。

町の方も相談しやすくし、解体できるために遠方などへ連絡してほしいと思います。 

・現在の補助金制度で良いと思います。 

・希望者にとって、ありがたい。今後ますます増加するでしょう。 

 

（８）伊方町空き家バンク制度の認知状況 

本町で平成 28 年度より運営している空き家バンク制度については、瀬戸地域、三崎地

域では 6割の地区の地区長より「知っていた」との回答がありましたが、伊方地域では

認知が低い状況であることが分かりました。引き続き、空家等の所有者等及び町民の方

へ広く周知していく必要があります。 

 

（９）伊方町空き家バンク制度に対する意見・要望 

空き家バンク制度に対して、下記のような意見・要望がありました。 

意見・要望 

・登録数が少ない。きれいで住めるような家が少ない。 

・当地域は交通の便が悪く、登録しても可能性が低い。 

・条件等あるのでは（登録できる住宅は少ない）。 

・空き家バンク登録制度を知らない町民は多いと思います。 

・空き家バンクの登録状況など情報公開して欲しい。 

・高齢者には書面だとわかりづらいため、言葉で説明した方が良い。 

6 地区

60.0%

4 地区

40.0%

三崎地域

知っていた

知らなかった

無回答

回答数：10

6 地区

60.0%
2 地区

20.0%

2 地区

20.0%

瀬戸地域

知っていた

知らなかった

無回答

回答数：10

7 地区

31.8%

14 地区

63.6%

1 地区

4.5%

伊方地域

知っていた

知らなかった

無回答

回答数：22
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・毎年、区長さんなどに連絡して（紙媒体）、一戸ずつわかるように知らせると良い。 

・問６と同様に所有者への働きかけがもっと必要。 

・何を見れば、誰に聞けばいいのか？ 

・内容がわからないので、何とも言えない。 

・築数年で住まなくなった物件。ぜひ、活用をすべき。広報等で宣伝を願いたい。 

・登録するのは、個人の同意が必要と思われるため、難があるが早急に実施するべきと思

う。 

・空き家になってしまうと老朽化が進んでしまう。 

 

（１０）空家等の有効利活用に関する意見 

空家等の利活用の方策として、下記のような意見がありました。 

意見・要望 

・まだ使えそうな古民家などは、民宿やカフェなどに使ってほしいと思います。また、少

しリフォームして、広く貸し出していくと利用できると思います。 

・再利用出来そうな空き家は少ない。立地も悪い。リフォームの必要が無ければ子供食堂

などに使えると思う。 

・空き家のリフォーム代の援助等が必要。 

・リフォームの補助をする等。 

・リフォーム。 

・空き家はあるが家財道具を片付けるのが大変なので、借家として利用できない。（リ

フォーム等） 

・町に買い取ってもらい、町営住宅として貸し出す。 

・状態が良ければ貸し出しも（安い家賃で）。可能なものは再利用が良いと思います。 

・再利用できる空き家ではない。空き家の所有者が死亡し、所有者不明。土地の所有者は

別人。この場合、土地の所有者との関係を知りたい。 

・再利用可能な空き家は現状維持のための最低限のメンテが必要と思われる。でないと住

めなくなる。 

・1日でも早く現状を見て欲しい。（庭の手入れ・家の中の空気入れ替え） 

・大変、難しい。 

 

（１１）空家等対策に関する意見 

空家等対策全般について、下記のような意見がありました。 

意見・要望 

・更地にして、安く提供し、家を建ててもらう。 

・解体するにしても、賃貸としても、場所の悪い所（道路から離れている所）は敬遠され

ると思うので、道路整備が不可欠。 

・雇用が生まれないと人は増えないと思います。何よりも雇用の創出が先決だと思います。

みかん山を整備し、就農者を集めるなどすると、空き家を活用できるようになるのでは

ないでしょうか。 

・一定期間放置している空き家（査定する）は、所有者の同意が得られれば町で解体し、

町の所有とできる制度があれば良い。また、少数となった集落から転居を促し、空き家

の場所に集合住宅を建て入居させることで、町を活性化させることが出来る。（総合的に

配置計画を行う。） 

・働く場所の確保がなければ、人は残らないし、Ｕターンもないので、空き家が増えると

思う。 

・補助金制度にしろ、バンク登録にしろ、広く住民に周知していくことが必要だと思う。 

・相続したくない。帰郷したくない。更地にして税が上がる。 

・老朽化した家は早く解体してほしい。近所の人たちに迷惑がかかるので。 
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・伊方町独自のやり方が必要と思いますが、人口の減少も進む中で、各個人が元気な間に

話をして結果を出す。 

・空き家になって、住まないようになれば、早めに役場へ連絡するシステムを作ると良い。

そうすれば、使い道もまだあると思います。また、固定資産税の問題もあるので、町が

管理するようになれば、そのぐらいの額は持ち主に出してあげると良い。 

・空きを放置した状態のものがあり、危険。空き家を解体しても、木材等を放置したまま

の状態なので、シロアリが発生しないか心配である。 

・就労できる環境づくりが不可欠。シルバーコロニーでは町づくり対策にならない。 

・もう、再利用とか、空き家バンクとかいうレベルでは無いと思う。抜本的改革が必要。 
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３ 国土交通省における空き家対策支援メニュー等 

＜空き家対策の支援メニュー等一覧（令和 2年度末時点）＞ 
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（出典）国土交通省公開資料 
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